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石田浩著『台湾民主化と中台経済関係
ー政治の内向化と経済の外向化一』
:土
但i
? ?
本書の著者は日本における現代台湾研究のパイオニアの一人である。本書でも言及されているよ
うに、著者は日本の学界が台湾を無視する傾向にあった1980年代以前から、頻繁に台湾を訪れ、研
究活動や学会活動を精力的に行ってきた。その著書『台湾経済の構造と展開一台湾は「開発独裁」
のモデルか一』（大月書店、 1999年）は台湾経済研究の基本書として高い評価を受けており、刊行
4年後には増補版が出版されている。そして、同書名からも分かるとおり経済学を専攻する著者
が、ディシプリンの垣根を越えて民主化・選挙観察を語ったのが本書である（なお評者の専攻は経
済学でも台湾研究でもなく、政治学・中国研究であり、本書評には自ずと限界があることをお断り
しておきたい）。以下、まず各章の内容から見ていきたい。
?? ?? ??
序章では著者の姿勢が簡潔に記される。経済学者である著者が選挙の観察に出かけるのは、経済
研究といえども政治や歴史などの総体をとらえる必要があるからである。著者の台湾経済研究の
テーマは「戦後台湾の経済発展」と「中台の経済交流」である。後者が重要なのは、とくに中国と
の経済的関係の深化が台湾の政治的自立化にとって危険だからである。ここに中台関係における政
治と経済の矛盾が示唆され、「政治の内向化」と「経済の外向化」という本書の副題につながって
いく。また前者の戦後経済発展については、「開発独裁」論に代表される国民党の独裁政権の政策
を高く評価する通説的見解に対して、疑問が呈される。「開発独裁」論の“独裁→経済発展→民主
化”という図式が正しいとするならば、国民党独裁に反対して「生死を賭けた独立運動や民主化運
動」を行ってきた台湾人の努力は無駄だったのか、という問いかけである。したがって台湾の経済
を研究するためにはその政治的民主化を理解しなくてはならず、著者は選挙観察に出かけなくては
ならないのである。そして台湾の民主化の結果として台湾人の自立化指向（独立に向けた動き）が
表出されるようになってきており、中国がそれに敵対していることから、問題は再び中台経済関係
に帰着するのである。
第1章では台湾経済の来歴がより詳しく描かれる。台湾経済の発展を担ったのは国民党政権が主
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導する公営企業ではなく、民間の中小企業であった。また政府が中小企業政策を実行するのは遅れ
て1970年代以降のことであり、その意味でも「開発独裁」論の適用には難がある。ところで70年代
以降の中小企業政策の開始は、国民党政権による「政治の台湾化」あるいは「中華民国の台湾化」
という大きな潮流の一環であった（歴史的には昨今の自立化指向をその延長上に位置づけることも
できる）。しかし80年代のプラザ合意以降、中国への経済進出が増大すると、かつて成立していた
日本（資本）・台湾（組み立て）・アメリカ（資本と市場）の三極構造は、日本・台湾・中国の三極
構造へ移行した。その後政治的に民主化した台湾の政府は増大する経済的対中依存について危機感
を抱いているが、経済の流れはとどまることを知らないのが現状であり、政治と経済の矛盾は予断
を許さない状況にある。
第2章からは、選挙の実地観察に基づいてその都度書かれた情勢分析の集成となっている。 89年
の立法委員（部分）選挙と地方選挙は台湾において「民主選挙が定着」した画期であった。同選挙
は「党禁」（政党の新規結成禁止措置）解除によって民進党が野党として公認されてから始めて迎
えた選挙であり、その民進党が大きく躍進したことが特徴であった。しかし、 91年の国民大会選挙
では民進党が伸び悩んだ。四割を目指した得票率は23.9%にとどまった。理由は、民進党が掲げる
台湾独立の目標に有権者が恐れを抱いたからである。 92年に書かれた本章の叙述はそこで終わって
いるが、本書の読者は、ここに示される安定優先の台湾有権者の投票行動が、その後中国をめぐっ
て政治と経済の乖離が拡大していくなかで重要なポイントとなっていくことを知るであろう。
第 3章に収録されているのは92年、 93年、 94年に行われた四つの選挙の分析である。 92年の立法
委員選挙（初の全面改選として「台湾化」の結節点となった）では民進党が得票率36.09%と大躍
進を遂げた。勝因は、スローガンとして「台湾独立」ではなく、ほぼ同義ながら表現が穏やかな
「一中一台」を掲げたことにあった。翌93年の地方選挙（台北と高雄を除く県市長選挙）でも、民
進党は41.03%とさらに得票率を延ばして躍進し続けた。しかし翌94年の地方選挙（県市議員と郷
鎮市長）は国民党が議席を減らしながら絶対的優位を保ったといえる結果であった。ただし、国民
党の得票率は引き続き長期低落傾向を見せる。同94年末の台北市長選挙では民進党の陳水扁（現総
統）が国民党の現職を破って当選したのであった。
第4章からは一回の選挙に一章が割り当てられ、より詳細な分析が行われている。 95年の立法委
員選挙では、国民党が議席を減らしながらも過半数を維持し、民進党は得票率を減らしながらも議
席を微増させた。民進党は今回も「台湾はすでに独立しており、あえて独立を宣言する必要はな
い」という穏健な主張を掲げて選挙を戦ったが、同党の中で独立を掲げる急進派の現職は多くが落
選した。他方で選挙結果の最大の特徴は国民党を割って出た「新党」の躍進であった。新党は民進
党とは反対に統一を掲げる政党だが、しかしその躍進は有権者における統一指向の強まりを意味す
るものではない。なぜなら新党は国民党から外省人の票を奪っただけであり、統一でも独立でもな
い安定を重視する有権者の傾向は変わってはいないといえるからである。本章では外省人勢力の古
い体質を抱え込んだ新党が、今回は躍進したものの、いずれは分裂あるいは支持者離れに直面する
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であろうと、後の歴史過程を正確に予測している。当時は内外で「新党現象」などと騒がれていた
ことを想起すれば、著者の分析がいかに鋭利であったかが分かるだろう。
第 5章が扱う 96年の総統選挙では、国民党現職の李登輝が圧勝した。有権者が求めたのは、「政
局安定と指導力」であった。著者はそれ以前の各章でも台湾国民の安定重視の投票行動を繰り返し
示唆しているが、今回もその延長上に考えることができるだろう。同章ではさらに李政権の対中政
策を占う文脈で、前述の台湾経済の中国依存傾向の拡大過程について再度詳述し、中国に吸い込ま
れずに台湾に「根っこ」を残すことの重要性が指摘されている。そのためにも、腐敗や治安などの
国内問題を解決し、国民的コンセンサスを確立する必要があるとされている。
第 6章は選挙観察ではなく、総統選後の李登輝政権の一年を検証するものである (97年 2月脱
稿）。著者は、台湾経済の中国依存が拡大する中で、明確な対中政策を打ち出さない李登輝に批判
的である。さらに国内でも治安の乱れなど社会の混乱が目立ち、台北市で厳格な取締りを行ってい
る民進党の陳水扁市長の人気が高まっている。李登輝の本音は独立にあると見る人は多いが、本人
の発言は常に曖昧であり、「中国が怖いからだ」と思われても仕方ないくらいである。総統選挙で
李登輝を支持した人々の間では失望感が大きくなっている。このような李登輝を著者は住民無視と
断じ、台湾の将来に不安感を表明している。
第 7章で分析される97年末の県市長選挙では民進党が県市長獲得数で国民党を上回り、大躍進を
遂げた。ただし基本的にはその勝因が国民党の分裂によるものであったため、著者は「手放しで喜
ぶことは危険である」と警告を忘れない。今の我々が知るように、この懸念が翌年の台北市長選挙
において陳水扁の敗北という形で現実のものとなり、また2000年の総統選挙では国民党分裂と民進
党（陳水扁）勝利が再現されることを考えると、当時の著者の慧眼には改めて敬服せざるをえな
い。また、治安の悪化などによって李登輝総統の人気は降下しており、これが政権の命取りとなる
可能性も指摘されている。その意味では、 2000年総統選挙の国民党の敗北には、単なる分裂以外に
も理由があったと言えるかもしれない。
第 8章で分析される98年の台北市長選挙では国民党の馬英九（現国民党主席）が現職の民進党市
長・陳水扁を破った。同時に行われた立法委員選挙では国民党が巧みな選挙戦略で議席を増大さ
せ、民進党も得票率を落としたが議席を増やした。他方で新党が議席を半減させ、現在のような泡
沫政党化への道を歩み出した。台北市長選で国民党が勝利したのは新党が弱体化したぶん支持層の
分裂が回避されたからだが、ここに示される民意とは陳市長の清潔• 厳格な市政に対する不満で
あった。また国民党が提示した「新台湾人」というスローガンが功を奏した背景には、統一• 独立
問題や国内の省籍問題に真剣に向きあうことを避け現状維持と融和を望む民意があった。ところ
で、著者によれば国民党の勝利にもかかわらず李登輝政権の行方は暗い。なぜなら馬英九の勝利に
貢献したのは新党から回帰した外省人票であり、その功は李登輝というよりも彼の政敵となってい
た宋楚喩にあったからである。したがって国民党の台湾化はむしろ遠のき、 2000年総統選で李登輝
が苦境に陥る可能性が高くなったとする。繰り返しになるが、後の歴史を知る我々の眼には、当時
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の著者の指摘がいかに的確であったかは明らかであろう。
そして第 9章に見られるように、 2000年の総統選では民進党の陳水扁が当選した。著者によれば
これは「台湾国民の英断」であり「台湾民主化の勝利」であった。ただしそのような情緒的な表現
にもかかわらず、著者の分析は冷静さも保っている。陳水扁の勝因は国民党の腐敗に対する批判と
国民党の分裂であり、それは「漁夫の利」に過ぎない。国民党を離党して当選し二位となった宋楚
喩の支持者の中核は外省人であったが、本省人の多くも利益誘導に従って宋に投票した。またこの
選挙で大敗した新党が泡沫政党化したが、その背景としては「選挙のたびごとに『省籍対立』を
煽」るようになったことで「知的でスマート」なイメージを喪失してしまったことが指摘されてい
る。つまり、著者ははっきりとはそう述べていないが、民進党の勝利は台湾独立派の勝利というよ
りも、腐敗した国民党（および宋楚喩）と過激化した新党の自壊という敵失によるものであった。
同章で触れられているように当選後の陳水扁が中国に対して「リップサービス」に努めた背景に
も、独立を性急に追求することを有権者が必ずしも求めていないという陳の判断があったからだろ
?? ?
その 1年後に書かれた第10章は選挙分析ではなく陳水扁政権の一年を検証するものであるが、民
進党勝利の高揚感にあふれた前章から一転して、失望感に満ちたものとなっている。その理由は、
陳水扁政権下の政治的混乱である。その原因は、政権のリーダーシップの欠如である。陳政権の国
内政策や対中政策は曖昧で、野党に突かれては動揺するということをくり返した。その最たるもの
が第四原発建設中止問題であった。そして、そうこうしているうちに中国への経済依存の増大が加
速し、台湾国民には「いずれは中国に統一されてしまうという危機感」が現れてきた。しかし、国
民は「諦めムード」を醸成するだけで、日本やアメリカ、または中国の自壊に期待するという「他
力本願」の傾向が見られる。そこで著者は「戦後五十数年にわたり本土化（台湾化）と民主化に向
かって努力してきた、あの台湾人の変革エネルギーはどこへ行ったのであろうか」と嘆くのであ
る。
第11章は2001年末の立法委員選挙・県市長選挙の分析である。この選挙では民進党と台聯（国民
党を離れた李登輝が指導する新党）の与党勢力が、過半数には届かないものの躍進した。その背景
には政局の安定を求める民意があった。ただし民進党の得票率増加は3.8ポイントに過ぎず、選挙
の特徴はむしろ国民党の大幅減 (17.8ポイント）であり、それは親民党（宋楚喩）と台聯に流れた
のであった。つまり国民党支持層の“分裂"が民進党を利するという構図が再び生まれたのであ
る。また他方で県市長選では民進党が減少したことが「台湾人民の政治バランス感覚」を示してい
た。選挙中の論戦は統一や独立といった問題ではなく、腐敗などの国内問題に終始した。政治の内
向化である。他方で経済の対中依存の拡大は続く。世論調査によれば「台湾人意識」は着実に強ま
りつつあるのだが、政府の対中政策は相変わらず曖昧なままであり、これがいつまで続くのか、と
批判を込めた疑問が呈されている。
第12章がとりあげるのは2002年の台北• 高雄の選挙である。その最大の特徴は、台北市長の馬英
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九（国民党）が大差で再選されたことである。そしてその選挙戦が国民党・民進党両陣営のネガ
ティブ・キャンペーンとイメージ戦略に満ちたものであり、また地方議会選挙でも若くて高学歴の
人物が多く当選し、総じて選挙のあり方に変化が見られるようになったことが指摘される。他方で
中国への経済進出は続き、台湾企業の利益は台湾に還元されず、台湾経済は不況であり、そのため
ますます中国進出を求める企業が後を絶たない。しかし陳水扁政権のリーダーシップの欠如は相変
わらずで、国民は民進党を｛言頼せず、依然として国内改革（理念）よりも経済（金儲け）を優先し
ているとされる。
第13章は2004年の総統選挙を分析する。選挙の結果は、激戦の末現職の陳水扁（民進党）が国民
党と親民党の連合（連戦・宋楚喩）を僅か0.228%の差で破って再選された。ほぼ半々だったとは
いえ、陳水扁が2000年総統選挙よりも得票率を約10ポイント増加させたのに対し、連戦・宋楚喩の
得票率は2000年に二人が得た得票率の合計よりも約10ポイント減少したことから、陳水扁政権は
リーダーシップの欠如が批判されてきたけれども、ここに「実力」が示されたものと著者は見る。
もちろんだからといって陳政権に課題がないわけではなく、多数の有権者の付託を受けた二期目は
「より明確な本士化路線を打ち出さざるを得なくなる」と見る。しかし、国内では二極化した政治
対立が過熱しており、ますます台湾経済を吸収しつつある中国はさらにアメリカや日本に手を回す
など圧力を強めている。自らを中国人と考える人は減少しているが、台湾人かつ中国人であると認
識する人はいまだ多く、アイデンテイティには混乱も見られる。陳水扁政権はこのような難局の中
でさらなる民主化とともに本土化（台湾化）を推進していくリーダーシップが求められると著者は
述べる。
終章は、中台の経済関係について本書各所（各時点）で述べられてきた内容を最新データを使っ
て詳述するものである。改革すべき課題が山積しているにもかかわらずリーダーシップの欠如した
国内政治は内向化し、他方で外向化する経済は中国に絡め取られつつある。民主化と台湾化の推進
という「夢」と経済の対中依存という「現実」は相互に矛盾をきたしており、国民のコンセンサス
が得られぬまま政治が混乱し漂流していることに対する強い危機感を表明して、本書は締めくくら
れている。
なお、著者の台湾情勢分析は、 04年の総統選挙終了後もとどまるところを知らない。同年12月に
書かれた「台湾民主化と第6期立法委員選挙一台湾本士化と国際的自立ー」（『鹿児島国際大学 地
域総合研究』第32巻第2号、 2005年3月）では、再任後の陳水扁政権の対中政策が相変わらず曖昧
なままトーンダウンしたことが批判され、 04年12月の立法委員選挙直前にいたって急に過激化し
「旗織を鮮明にした」ことが選挙戦術として大きく失敗し、総統選の余勢をかって過半数を得るこ
とを狙った与党勢力が過半数に届かず敗北したことが分析される。そしてその反省から、陳総統が
台湾独立に背を向け始め、親民党の宋楚喩と「野合」を試み、“李登輝総統にできなかった独立は
自分にもできるはずがない”という開き直りの発言まで行った2005年前半の情勢は、 4月に書かれ
た「迷走する台湾政局と中台関係ーモザイク社会の混迷ー」（『現代台湾研究』第28号、 2005年 7
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月）で分析されている。その後も 5月に国民党などの有力政治家が訪中したり、 12月の地方選挙で
与党民進党が敗北したりと、台湾政治の混乱は本書評執筆時点もますます深刻化しているように見
える。引き続き執筆されるであろう著者の新たな分析が待たれるところである（仄聞するところに
よれば、同時期の情勢については『現代台湾研究』第29号に分析が掲載される予定のようである）。
ところで「あとがき」によると、各時点で書かれた評論を集成して本書が編まれた目的は、民主
化における台湾の「苦難の歴史」を読者に伝えることであり、そのために20世紀末いらい10数年間
の台湾政治を「鳥脆」することである。もし評者による上述の紹介が的確であれば、その目的が十
全に達せられていることが分かるだろう。我々は該当時期の台湾情勢についての信頼できる通史を
手に入れた。とくに現地新聞資料を中心に一次資料をふんだんに駆使した叙述と、各所に見られる
鋭い背景分析は、今後の台湾政治（史）研究にとっての優れた“史料”ともなるだろう。
?? ?? ??
ところで、日本の台湾研究の中で、本書はどのような特徴を有するだろうか。台湾民主化の研究
として本書をとらえると、その独自性は、民主化の主要な担い手を誰と考えるかにあるだろう。と
いうのも、李登輝が民主化過程で果たした役割についての叙述がかなり少ないからである。現在一
般的には、台湾の民主化は国民党政権の李登輝総統がリーダーシップを発揮して推進した「上から
の民主化」であったと見るのが通説であろう。もちろん本書でも李登輝のリーダーシップについて
語らないわけではないが、それよりも圧倒的に多く語られるのは、国民党に抵抗してきた台湾人の
苦闘と民進党の動向である。つまり著者はどちらかというと「下からの民主化」の視点に立ってい
るといえよう。またそのため、台湾の民主化は80年代末の李登輝政権発足後あるいは蒋経国の晩年
になってようやく始まったものというよりも、戦後一貫して続いてきた台湾人の努力の延長上に直
接位置づけられるべきものとなる。
例えば本書では選挙において民進党の勝利を願う心境がかなり素直に表出されている。また激戦
であった04年の総統選挙で敗北した国民党陣営の抗議行動を、「あの暗黒の独裁体制」への回帰と
結びつけるなど (249ページ）、李登輝時代は国内外で民主化推進勢力と見られることが多かった国
民党に対する積極的評価はほとんど見られない。李登輝個人についても、総統時代の曖昧な対中政
策や治安対策などの失策に対する厳しい批判の方が、民主化に果たした役割の評価よりも圧倒的に
目立つ。
門外漢の評者には著者の見解の当否を判定することは難しいが、少なくともこの点をめぐり台湾
研究者の間で議論が持ち上がっていいだろう。しかし、本書をきっかけにそのような議論が活性化
する可能性は低いように思われる。その理由の一つは、本書の著者の叙述のスタイルにある。やや
唐突なようだが、本書でもたびたび注記されている著者の『共同幻想としての《中華》一経済学者
論述海峡両岸的形勢一』（田畑書店、 1993年）の次のような記述を見てみたい。「筆者は自他ともに
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認める『我儘』で『腑曲がり」で、『偏屈家』である。もう少しカッコ良くいえば『判官びいき』
である」（同書52ページ）。ここで10年以上前のしかも諧腿を込めた記述を取り上げるのは不適切か
もしれないが、あえてそれを行ったのは評者には著者のスタイルが一貫して変わっていないように
思われるからである。つまり本書にも「判官びいき」が感じられるのである。したがって、国民党
独裁政権に痛めつけられてきた台湾本省人勢力には好意的で、国民党には厳しくなる。それは評者
も心情的にはよく理解できる。しかし必ずしも論理的とはいえない。もちろん著者は実際にはこう
しだ情緒以上の論理を有しているのだろうが、とくに今回のように通説的見解と食い違いがある場
合は、それを明示して論理的に批判する形式をとらないと、議論は深まらないだろう。実際、「開
発独裁」論については、本書では周辺的なテーマながら、そのような意味での「議論」が展開され
ているのだから、メイン・テーマの一つである民主化過程（とくに本書がとりあげる80年代末以
降）についてもそうあってよいのではなかろうか。そもそも、「苦難の歴史」を伝えるために執筆
されたにしては、内容の大部分が80年代末以降という急速に（そして順調に？）民主化が進んだ時
期を対象としているため、少なくともそれ以前（「開発独裁」時代）には確実に存在したはずの
「苦難」が読者には伝わりにくいというズレがあるともいえよう。
（関西大学出版部、 2005年 3月刊、 A5版、 i+302ペー ジ、 3,600円＋税）
（追記）
本稿は2005年12月12日にいったん脱稿し、すぐに関西大学経済学会宛に送付した。その段階で
は、引き続いて、より“執拗”に、とくに情緒的な論述スタイルに対する批判を行っていた。しか
し、ここで本稿をまさに「情緒」的な形で中断させることをお許しいただきたい。その理由は次の
ごとくである。
2006年 1月8日、著者の石田浩教授はその愛してやまなかった台湾の地にて不帰の客となられ
た。教授に私の批判を読んで反論していただける機会は永遠に失われた。もはや、「門外漢」然と
自らの確たる見解を持たずして、批判のみを続けることは不適切であると判断し、後続の部分を削
除した。本書評執筆の契機はそもそも石田教授ご本人の依頼によるものであったが、このような形
で中断することに、あるいは教授はご不満かもしれない。身勝手ではあるが、その不満に対して
は、今後の学習を通じて自分なりの見解を考えていくことで応えさせていただきたいと思う。
なお、 12月の脱稿後、石田教授の愛弟子である圏左篤樹氏（関西大学大学院）の手になる同書の
書評を得た（「台湾研究への熱いまなざし」『東方』 2006年 1月号）。ここで、本文末尾の一文が、
闘左氏の書評に触発されて書き加えられたものであることをお断りしておく。本書『台湾民主化と
中台経済関係』に関心を持たれた方は、圃左氏ならではの石田教授のエピソードも盛り込まれた同
書評を合わせて読まれることをお勧めしたい。
最後に、本書評掲載にあたりご迷惑をおかけした関西大学経済学会にお詫びと感謝を申し上げ
る。 (2006年 1月19日）
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